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議案甲第１３号 

 

   多久市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律

（平成１４年法律第４８号。以下「法」という。）第３条第１項及び第２項、

第４条、第５条、第６条第２項並びに第７条第１項及び第２項並びに地方公

務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２４条第５項の規定に基づき、職員

の任期を定めた採用及び任期を定めて採用された職員の給与の特例に関し必

要な事項を定めるものとする。 

（職員の任期を定めた採用） 

第２条 任命権者は、高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者をそ

の者が有する当該高度の専門的な知識経験又は優れた識見を一定の期間活用

して遂行することが特に必要とされる業務に従事させる場合には、職員を選

考により任期を定めて採用することができる。 

２ 任命権者は、前項の規定によるほか、専門的な知識経験を有する者を当該

専門的な知識経験が必要とされる業務に従事させる場合において、次の各号

に掲げる場合のいずれかに該当するときであって、当該者を当該業務に期間

を限って従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要であると

きは、職員を選考により任期を定めて採用することができる。 

(１) 当該専門的な知識経験を有する職員の育成に相当の期間を要するため、

当該専門的な知識経験が必要とされる業務に従事させることが適任と認

められる職員を確保することが一定の期間困難である場合 

(２) 当該専門的な知識経験が急速に進歩する技術に係るものであることそ

の他当該専門的な知識経験の性質上、当該専門的な知識経験が必要とさ

れる業務に当該者が有する当該専門的な知識経験を有効に活用すること

ができる期間が一定の期間に限られる場合 

(３) 当該専門的な知識経験を有する職員を一定の期間他の業務に従事させ
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る必要があるため、当該専門的な知識経験が必要とされる業務に従事さ

せることが適任と認められる職員を確保することが一定の期間困難であ

る場合 

(４) 当該業務が公務外における実務の経験を通じて得られる最新の専門的

な知識経験を必要とするものであることにより、当該業務に当該者が有

する当該専門的な知識経験を有効に活用することができる期間が一定の

期間に限られる場合 

第３条 任命権者は、職員を次の各号に掲げる業務のいずれかに期間を限って

従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要である場合には、

職員を任期を定めて採用することができる。 

(１) 一定の期間内に終了することが見込まれる業務 

(２) 一定の期間内に限り業務量の増加が見込まれる業務 

２ 任命権者は、法律により任期を定めて任用される職員以外の職員を前項各

号に掲げる業務のいずれかに係る職に任用する場合において、職員を当該業

務以外の業務に期間を限って従事させることが公務の能率的運営を確保する

ために必要であるときは、職員を任期を定めて採用することができる。 

（短時間勤務職員の任期を定めた採用） 

第４条 任命権者は、短時間勤務職員（法第２条第２項に規定する短時間勤務

職員をいう。以下同じ。）を前条第１項各号に掲げる業務のいずれかに従事

させることが公務の能率的運営を確保するために必要である場合には、短時

間勤務職員を任期を定めて採用することができる。 

２ 任命権者は、前項の規定によるほか、住民に対して職員により直接提供さ

れるサービスについて、その提供時間を延長し、若しくは繁忙時における提

供体制を充実し、又はその延長した提供時間若しくは充実した提供体制を維

持する必要がある場合において、短時間勤務職員を当該サービスに係る業務

に従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要であるときは、

短時間勤務職員を任期を定めて採用することができる。 

３ 任命権者は、前２項の規定によるほか、職員が次に掲げる承認を受けて勤

務しない時間について短時間勤務職員を当該職員の業務に従事させることが
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当該業務を処理するため適当であると認める場合には、短時間勤務職員を任

期を定めて採用することができる。 

 (１) 多久市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年多久市条例第 

   ２号）第１５条の規定による介護休暇の承認 

 (２) 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第 

   １９条第１項の規定による部分休業の承認 

（任期の特例） 

第５条 法第６条第２項に規定する条例で定める場合は、第３条第１項第１号

に掲げる業務の終了の時期が当初の見込みを超えて更に一定の期間延期され

た場合その他やむを得ない事情により第３条又は前条の規定により任期を定

めて採用された職員又は短時間勤務職員の任期を延長することが必要な場合

で第３条又は前条の規定により任期を定めて採用した趣旨に反しないときと

する。 

（任期の更新） 

第６条 任命権者は、第２条各項の規定により任期を定めて採用された職員の

任期が５年に満たない場合にあっては採用した日から５年を超えない範囲内

において、第３条又は第４条の規定により任期を定めて採用された職員の任

期が３年（前条に該当する場合にあっては、５年。以下この項において同じ。）

に満たない場合にあっては採用した日から３年を超えない範囲内において、

その任期を更新することができる。 

２ 任命権者は、前項の規定により任期を更新する場合には、あらかじめ当該

職員の同意を得なければならない。 

（給与に関する特例） 

第７条 第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員（以下「特定

任期付職員」という。）には、次の給料表を適用する。 

号給 給料月額（円） 

１ ３７８，０００ 

２ ４２６，０００ 
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３ ４７９，０００ 

４ ５４１，０００ 

５ ６１７，０００ 

６ ７２１，０００ 

７ ８４２，０００ 

２ 任命権者は、特定任期付職員の号給を、特定任期付職員が従事する業務に

応じて規則で定める基準に従い決定する。 

３ 任命権者は、特定任期付職員について、特別の事情により第１項の給料表

に掲げる号給により難いときは、前２項の規定にかかわらず、市長の承認を

得て、その給料月額を同表に掲げる７号給の給料月額にその額と同表に掲げ

る６号給の給料月額との差額に１からの各整数を順次乗じて得られる額を加

えた額のいずれかに相当する額とすることができる。 

４ 特定任期付職員のうち、特に顕著な業績を挙げたと認められる職員には、

規則で定めるところにより、その給料月額に相当する額を特定任期付職員業

績手当として支給することができる。 

５ 第２項の規定による号給の決定、第３項の規定による給料月額の決定及び

前項の規定による特定任期付職員業績手当の支給は、予算の範囲内で行わな

ければならない。 

（多久市職員給与条例の適用除外等） 

第８条 多久市職員給与条例（昭和２９年多久市条例第１１号。以下「給与条

例」という。）第４条、第５条、第８条から第１０条の２まで及び第２１条

の規定は、特定任期付職員には、適用しない。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１８条の２第１項、第１９条及び第２

０条第２項の規定の適用については、給与条例第１８条の２第１項中「職に

ある職員」とあるのは「職にある職員（多久市一般職の任期付職員の採用及

び給与の特例に関する条例（令和３年多久市条例第  号）第２条第１項の

規定により任期を定めて採用された職員を含む。）」と、給与条例第１９条

中「職務にある職員」とあるのは「職務にある職員（多久市一般職の任期付

職員の採用及び給与の特例に関する条例第２条第１項の規定により任期を定
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めて採用された職員を含む。）」と、給与条例第２０条第２項中「１００分

の１２７．５」とあるのは「１００分の１６７．５」とする。 

第９条 第４条の規定により任期を定めて採用された職員（以下「任期付短時

間勤務職員」という。）に対する給与条例第５条の２、第１１条及び第１４

条の規定の適用については、給与条例第５条の２中「法第２８条の５第１項

に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員」と

いう。）」とあるのは「任期付短時間勤務職員」と、「前条第１３項の規定

にかかわらず、同項の規定による」とあるのは「前条の規定により決定され

た」と、給与条例第１１条第２項第２号、第１４条第２項及び第４項中「再

任用短時間勤務職員」とあるのは「任期付短時間勤務職員」とする。 

（委任） 

第１０条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和３年６月２日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 任期を定めた職員を採用する制度を導入するため、本条例を制定する必要が

ある。 
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議案甲第１４号 

 

   多久市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び多久市職員の育 

児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 （多久市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第１条 多久市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年多久市条例第

２号）の一部を次のように改正する。 

 

  第２条第４項中「前３項」を「前各項」に改め、同項を同条第５項とし、

同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 地方公務員の育児休業等に関する法律第１８条第１項又は多久市一般職

の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（令和３年多久市条例第  

ああ号）第４条の規定により任期を定めて採用された職員（以下「任期付

短時間勤務職員」という。）の勤務時間は、第１項の規定にかかわらず、

休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり１５時間３０

分から３１時間までの範囲内で、任命権者が定める。 

  第３条第１項ただし書及び第２項ただし書並びに第４条第２項中「再任用

短時間勤務職員」の次に「及び任期付短時間勤務職員」を加える。 

  第１２条第１項第１号中「及び再任用短時間勤務職員」を「、再任用短時

間勤務職員及び任期付短時間勤務職員」に改める。 

  第１８条中「再任用短時間勤務職員」の次に「及び任期付短時間勤務職員」

を加える。 

 

 （多久市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第２条 多久市職員の育児休業等に関する条例（平成４年多久市条例第１７号）

の一部を次のように改正する。 

 

  第１４条第２号中「短時間勤務職員」を「任期付短時間勤務職員」に改め
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る。 

  第２３条を第２４条とし、第１９条から第２２条までを１条ずつ繰り下げ

る。 

  第１８条（見出しを含む。）中「短時間勤務職員」を「任期付短時間勤務

職員」に改め、同条を第１９条とする。 

  第１７条を第１８条とし、第１６条の次に次の１条を加える。 

  （任期付短時間勤務職員についての給与条例の特例） 

 第１７条 任期付短時間勤務職員についての給与条例の規定の適用について

は、次の表の左欄に掲げる給与条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第５条の２ 法第２８条の５第１項

に規定する短時間勤務

の職を占める職員（以

下「再任用短時間勤務

職員」という。） 

地方公務員の育児休業

等に関する法律第１８

条第１項の規定により

任期を定めて採用され

た職員（以下「任期付

短時間勤務職員」とい

う。） 

前条第１３項の規定に

かかわらず、同項の規

定による 

前条の規定により決定

された 

勤務時間休暇条例第２

条第３項 

勤務時間休暇条例第２

条第４項 

第１１条第２項第２号

並びに第１４条第２項

及び第４項 

再任用短時間勤務職員 任期付短時間勤務職員 

第２４条 再任用職員 任期付短時間勤務職員 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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 上記の議案を提出する。 

 

   令和３年６月２日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 任期を定めた職員を採用する制度の導入に伴い、勤務時間等及び給与を定め

るため、条例の一部を改正する必要がある。 



 9 

議案甲第１５号 

 

   多久市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

 

 多久市手数料徴収条例（平成１２年多久市条例第１０号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

 第２条中第２１号を削り、第２２号を第２１号とし、第２３号から第３０号

までを１号ずつ繰り上げる。 

 

   附 則 

 この条例は、令和３年９月１日から施行する。 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和３年６月２日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の

改正に伴い、条例の一部を改正する必要がある。 
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議案甲第１６号 

 

   多久市重度心身障害者の医療費の助成に関する条例の一部を改正  

   する条例  

 

 多久市重度心身障害者の医療費の助成に関する条例（昭和５８年多久市条例

第２号）の一部を次のように改正する。  

 

 第２条第３号中「（昭和２５年厚生省令第１５号）」を削り、同号を同条第

４号とし、同条第２号の次に次の１号を加える。  

 (３) 重度精神障害者  

   障害程度が精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５  

  年政令第１５５号）第６条第３項の１級に該当する者  

 第３条中「又は」を「若しくは」に、「場合若しくは損害賠償を受けた場合

は、その額を」を「場合はその額、損害賠償を受けた場合はその額又は精神障

害者保健福祉手帳所持者（前条第１号、第２号又は第４号のいずれかに該当す

る重複手帳所持者を除く。）にあっては医療法（昭和２３年法律第２０５号）

第７条第２項第１号に規定する許可を受けた精神病棟に入院した場合はそれに

要した額をそれぞれ」に改める。  

 第６条中「、原則として医療を受けた日の属する月の翌月末日までに」を削

り、同条に次の１項を加える。  

２ 前項の申請は、医療を受けた日から起算して１年以内に行わなければなら

ない。  

 第７条中「前条」を「前条第１項」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

 （経過措置）  
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２ この条例による改正後の多久市重度心身障害者の医療費の助成に関する条

例の規定は、令和３年４月１日以後に行われた医療について適用し、令和３

年３月３１日以前に行われた医療に係る医療費の助成については、なお従前

の例による。 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

   令和３年６月２日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 佐賀県重度心身障害者医療助成費補助金交付要綱の改正に伴い、条例の一部

を改正する必要がある。 
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議案甲第１７号 

 

   多久小城医療組合の設立について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８４条第２項の規定により、佐

賀県知事の許可の日から多久市及び小城市の新公立病院の設置及び管理運営並

びに訪問看護ステーションの設置及び管理運営に関する事務を共同処理するた

め別紙のとおり規約を定め、多久小城医療組合を設立することについて、同法

第２９０条の規定により議会の議決を求める。 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

   令和３年６月２日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

（提案理由） 

 新公立病院の設置及び管理運営並びに訪問看護ステーションの設置及び管理

運営に関する事務を共同処理する一部事務組合を設立することについては、構

成団体の議決が必要であるので、この案を提出する。 
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（別紙） 

 

   多久小城医療組合規約 

 

目次 

 第 1 章 総則（第 1 条－第５条） 

 第２章 議会（第６条－第９条） 

 第３章 執行機関（第１０条－第１３条） 

 第４章 経費（第１４条） 

 第５章 雑則（第１５条・第１６条） 

 附則 

 

第１章 総則 

（組合の名称） 

第１条 この組合は、多久小城医療組合（以下「組合」という。）という。 

（組合を組織する地方公共団体） 

第２条 組合は、多久市及び小城市（以下「関係市」という。）をもって組織す

る。 

（共同処理する事務） 

第３条 組合は、次に掲げる事務を共同で処理する。 

 (１) 病院の設置及び管理運営に関すること。 

 (２) 訪問看護ステーションの設置及び管理運営に関すること。 

（地方公営企業法の適用） 

第４条 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２条第３項の規定に

基づき、前条各号に掲げる事務に同法の規定の全部を適用する。 

（事務所の位置) 

第５条 組合の事務所は、佐賀県多久市に置く。 

第２章 議会 

 （議会の設置） 
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第６条 組合に組合議会を設置する。 

（組合議員の定数) 

第７条 組合議会の議員（以下「組合議員」という。）の定数は、８人とし、関

係市の定数は、次のとおりとする。 

 (１) 多久市 ４人 

 (２) 小城市 ４人 

（組合議員の選挙の方法及び任期） 

第８条 組合議員は、関係市の議会において議員の中から選挙された者とする。 

２ 組合議員に欠員を生じたときは、その議員の属していた関係市において、

速やかに補充するものとする。 

３ 関係市の長は、前２項の規定により関係市に係る組合議員が定まった場合

は、速やかに組合の管理者に通知するものとする。 

４ 組合議員の任期は、関係市の議会の議員の任期とする。 

（議長及び副議長） 

第９条 組合議会に議長及び副議長を置く。 

２ 議長及び副議長は、組合議会において組合議員の中から選挙する。 

３ 議長及び副議長の任期は、組合議員の任期とする。 

第３章 執行機関 

（執行機関の組織及び選任の方法） 

第１０条 組合に管理者、副管理者及び会計管理者を置く。 

２ 管理者及び副管理者は、関係市の長の互選とする。 

３ 会計管理者は、管理者の属する市の会計管理者をもって充てる。 

（管理者及び副管理者の任期） 

第１１条 管理者及び副管理者の任期は、関係市の長の任期とする。 

（補助職員） 

第１２条 組合に職員を置く。 

２ 前項の職員の定数は、条例で定める。ただし、臨時又は非常勤の職員につ

いては、この限りでない。 

３ 第１項の職員は、管理者がこれを任免する。 
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（監査委員） 

第１３条 組合に監査委員２人を置く。 

２ 監査委員は、管理者が組合議会の同意を得て、組合議員及び知識経験を有

する者のうちから各１人を選任する。 

３ 監査委員の任期は、組合議員のうちから選任されたものにあっては、組合

議員の任期によるものとし、知識経験を有する者のうちから選任された者に

あっては、４年とする。ただし、後任者が選任されるまでの間は、その職務

を行うことを妨げない。 

   第４章 経費 

（組合の経費の支弁の方法） 

第１４条 組合の経費は、次の各号に掲げる収入をもって充てる。 

(１) 事業収入 

(２) 負担金 

(３) 補助金 

(４) 組合財産から生ずる収入 

(５) その他の収入 

２ 前項第２号の負担金の関係市の負担割合は、別表のとおりとする。 

   第５章 雑則 

（解散に伴う事務の継承） 

第１５条 組合の解散に伴う事務の継承又は財産等の処分については、関係市

の議決を経て行う長の協議をもって定める。 

（委任） 

第１６条 法令及びこの規約に定めるもののほか、組合の運営に関し必要な事

項は、管理者が別に定める。 

 

附 則 

この規約は、地方自治法（昭和２７年法律第６７号）第２８４条第２項の規

定による佐賀県知事の許可のあった日から施行する。 
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別表（第１４条関係） 

経費の区分 負担割合 

組合の設立及び運営に関す

る経費 

多久市１０分の５  

小城市１０分の５  

新病院の建設に関する経費  

(用地、医療機器等含む) 

多久市１０分の９  

小城市１０分の１  

新病院の運営に関する経費  総務省が通知する地方公営企業繰出

基準内とし、その割合は負担する年度の

前々年度において新病院を受診した多

久市及び小城市の市民の割合によって

定める。 

ただし、実績が不明となる新病院開設

後２か年度においては、両市で折半とす

る。 

その他(運営資金) 新病院の運営において、安定した医療

機能を持続的に提供していく観点から、

安定した運営に必要と思われる現金預

金残高を両市が協議して定め、決算時に

この残高を下回った場合には、多久市に

おいてこれを補填し、３０年間は公立病

院として存続させるものとする。  
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報告第２号 

 

   令和２年度多久市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について    

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第１項の規定に基

づき、令和２年度多久市一般会計予算の繰越明許費に係る歳出予算の経費を繰

り越したので、同条第２項の規定により、別紙のとおり報告する。 

 

 

   令和３年６月２日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第３号 

 

   令和２年度多久市一般会計事故繰越し繰越計算書の報告について    

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５０条第３項の規定に基

づき準用する同令第１４６条第１項により、令和２年度多久市一般会計予算の

事故繰越しに係る歳出予算の経費を繰り越したので、同条第２項の規定により、

別紙のとおり報告する。 

 

 

   令和３年６月２日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第４号 

 

   令和２年度多久市土地区画整理事業特別会計繰越明許費繰越計算

書の報告について 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第１項の規定に基

づき、令和２年度多久市土地区画整理事業特別会計予算の繰越明許費に係る歳

出予算の経費を繰り越したので、同条第２項の規定により、別紙のとおり報告

する。 

 

 

   令和３年６月２日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第５号 

 

   令和２年度多久市公共下水道事業特別会計繰越明許費繰越計算書

の報告について 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第１項の規定に基

づき、令和２年度多久市公共下水道事業特別会計予算の繰越明許費に係る歳出

予算の経費を繰り越したので、同条第２項の規定により、別紙のとおり報告す

る。 

 

 

   令和３年６月２日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第６号 

 

   令和２年度多久市病院事業会計予算繰越計算書の報告について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第１項の規定に基づ

き、令和２年度多久市病院事業会計予算の一部を繰り越したので、同条第３項

の規定により、別紙のとおり報告する。 

 

 

   令和３年６月２日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第７号 

 

   令和２年度多久市土地開発公社事業報告及び決算について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、令和２年度多久市土地開発公社事業報告及び決算について別冊のとおり報

告する。 

 

 

   令和３年６月２日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第８号 

 

   令和３年度多久市土地開発公社事業計画及び予算について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、令和３年度多久市土地開発公社事業計画及び予算について別冊のとおり報

告する。 

 

 

   令和３年６月２日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第９号 

 

   令和２年度公益財団法人「孔子の里」事業報告及び決算について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、令和２年度公益財団法人「孔子の里」事業報告及び決算について別冊のと

おり報告する。 

 

 

   令和３年６月２日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第１０号 

 

   令和３年度公益財団法人「孔子の里」事業計画及び予算について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、令和３年度公益財団法人「孔子の里」事業計画及び予算について別冊のと

おり報告する。 

 

 

   令和３年６月２日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第１１号 

 

   令和２年度一般財団法人「多久市学校給食振興会」事業報告及び

決算について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、令和２年度一般財団法人「多久市学校給食振興会」事業報告及び決算につ

いて別冊のとおり報告する。 

 

 

   令和３年６月２日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     
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報告第１２号 

 

   令和３年度一般財団法人「多久市学校給食振興会」事業計画及び

予算について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に基づ

き、令和３年度一般財団法人「多久市学校給食振興会」事業計画及び予算につ

いて別冊のとおり報告する。 

 

 

   令和３年６月２日 

 

                 多久市長  横 尾  俊 彦     

 

 


